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１．はじめに

　「盲ろう（視覚聴覚二重障害）」は，日本の重複障害
教育において最初の対象となった障害である。ヘレンケ
ラーなどの著名人は社会的にも広く知られている存在で
あり，「盲ろう」の知名度は決して低くないものと考えら
れるが，特別支援学校の学習指導要領には「盲ろう」に
関する具体的な教育・支援内容が取り上げられていない
状況であった。現在の新学習指導要領に至り，ようやく
特別支援学校の学習指導要領解説（文科省，2018）に
「盲ろう」に関する記述が加わるなど変化が生じてきてい
る。
　日本には，盲ろう児を受け入れる専門的な教育機関は
なく，視覚障害特別支援学校もしくは聴覚障害特別支援

学校等に盲ろう児が在籍し，その学校で教員が指導に当
たっているのが現状である。また，教育機関以外にも，
各地に盲ろう者を支援している施設があり，職員が支援
にあたっている。その一方で，「盲ろう」に対する専門的
知識を有する教職員の養成や，専門的な施設の充実が課
題であることが指摘されている。例えば，国立特別支援
教育総合研究所（2009）の調査によると，盲ろう児童生
徒を担当している教員353人のうち，全体の91.4%が専
門的な研修が必要であると回答している。このような状
況の改善のため，全国の教職員による研究発表大会が年
1回開かれるなどの動きはあるが（中澤，2005），研修機
会の一層の充実が必要であろう。
　ところで，第一筆者が以前に留学したスウェーデンに
おいて盲ろうに関する教育関係機関について調べたと
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ころ，盲ろう関係の専門的な施設がいくつかあり，教育
的・福祉的な支援が行われていることに気づいた。盲
ろう児・者を担当する教職員が「盲ろう」について専門
的に学ぶコースも一部の機関で開講されており，教職員
の育成も行われている。具体的には，盲ろうに関する情
報が集まる The National Resource Centre for Deafblindness 
（Nationellt Kunskapscenter för Dövblindfrågor：NKCdb） 
（Agneta, 2016） や，北欧諸国の連携により 1981 年にデン
マークに設立された研修と研究のセンター（The Nordic 
Staff Training Centre for Deafblind Services : NUD）（土谷，
2011）などがある。NUDでは，盲ろうに関わるあらゆる
職種の人々のための研修を行っている（中澤，1994）。 
　以上のように，「盲ろう」に関する教職員対象の研修と
いう点では，日本より北欧の方が充実しているものと考
えられるが，研修の状況や内容について具体的に比較す
ることにより，日本におけるこの分野の研修の充実に役
立つ情報が得られるのではないかと考えた。 そこで本研
究では，日本とスウェーデンの盲ろうに関わる教員・施
設職員の専門的な研修内容について質問紙調査を行い，
研修内容や，各国の特徴，今後の課題点等について明ら
かにすることを目的とする。

２．方法

２．１　調査対象
　盲ろう児・者を教育的・福祉的に支援している日本と
スウェーデンの教員・施設職員を調査対象とした。具体
的には，盲ろう児を担当している教員，盲ろう者協会の
職員，盲ろう児・者を福祉的にサポートしている施設職
員に調査を行った。

２．２　調査内容
　表1に調査項目の内容を示した。盲ろうに関わる教
員・施設職員の専門的な研修（過去3年以内に参加した
もの）について，研修の内容や使用した教材，現場で役
に立った内容，今後の課題等に関する調査項目（計20項
目）を設定した。複数の研修に参加した場合，それぞれ
の研修について回答してもらうようにした。また，回答
者のプロフィール（性別，年齢，教員・職員経験年数，
盲ろう児担当数）に関する項目も設けた。回答方式は選
択式と記述式の併用である。

２．３　手続き
　調査内容の検討を行った後に質問用紙の日本語版お
よび英語版を作成した。英語版の作成については，ス
ウェーデンの知人に添削を依頼し，内容の理解に不備が

生じないよう配慮した。その後，日本とスウェーデンの
盲ろう関係施設の教員や職員に調査研究の依頼を行い，
研究協力が得られたところに依頼文書および調査用紙を
電子メールで送付した。回答は電子メールで受け取った。

表１　調査項目

２．４　分析
　受け取った回答を Excel に入力して集約したうえで，
研修を行う対象，研修内容，両国に共通して重要な点，
各国の特徴，今後の課題，外部機関との連携についてな
どに着目し，両国の調査回答について整理分析した。

２．５　倫理的配慮
　調査の趣旨説明文において，調査で得られた情報は研
究目的以外で使用しないこと，また個人が特定されない
ように配慮することを説明した。調査依頼に対する回答
への協力の申し出をもって調査への同意が得られたもの
とした。個人情報の取り扱いに十分留意し，倫理的配慮
を行った。

３．結果

３．１　回答率
　日本では依頼者11名のうち7名から回答があり（回収
率 63.6%），スウェーデンでは依頼者10 名のうち 3 名か
ら回答が得られた（回収率 30.0%）。

Q1 研修を受講した機関について
Q2­1 研修の対象者について
Q2­2 実際に受講していた人の所属について
Q3 研修で学んだ具体例な内容について
Q4­1 研修で使用した教材の有無について
Q4­2 研修で使用した教材について
Q5­1 研修費用の有無について
Q5­2 研修費用を負担した人について
Q6­1 研修期間の長さについて
Q6­2 研修が一日で終わった場合の長さについて
Q6­3 研修を数日実施した場合の頻度について
Q7 研修の合計時間について
Q8 研修を主催している組織について
Q9 研修で扱っている主な内容について
Q10  研修で学んだ内容のうち，現場で役に立った内

容について
Q11­1  研修でもっと学んでおきたかった内容の有無に

ついて
Q11­2  もっと学んでおきたかった具体的な内容について
Q12­1 研修に関する今後の課題の有無について
Q12­2 今後の課題の具体的な内容について
Q13 その他の意見
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３．２　回答者プロフィール
　日本の回答者7名のうち，教員は2名，施設職員が 5
名であった。スウェーデンは回答者3名のうち，教員1
名，施設職員2名であった。
　年齢は無記入であった1名を除くと，日本が20～50
代，スウェーデンが20～40代であった。教員・職員経
験年数は無記入の1名を除くと，日本が 3～30年，ス
ウェーデンが 4～16年であった。また盲ろう児担当数は
無記入の2名を除くと，日本が 0～ 6名，スウェーデン
が 3～30名という回答であった。いずれの項目も幅広い
回答状況であった。

３．３　調査項目の回答結果
（１）研修を受講した機関
　日本もスウェーデンも，盲ろうの専門的な教育機関と
盲ろう関係の研究会が最も多く，次いでその他という順
番であった（図1）。
　その他の内訳として，日本では県が行っているものや
医療機関と連携しているものがあった。一方スウェーデ
ンでは，特別支援教育の組織について指摘があった。
 

図１　研修を受講した機関

（２）研修の対象者
　日本もスウェーデンも，教員，施設職員，盲ろう者の
家族向けである場合が多いが，スウェーデンではその他
にアシスタントや心理学者，ソーシャルワーカーなど多
様な職種が対象となっている。また，日本ではあまり聞
きなれないロゴセラピストというような職種も挙げられ
ている（図2，表 2）。

図２　研修の対象者

表２　研修の対象者：「その他」の内訳

（３）受講していた人の所属
　実際に受講していた人の所属については，日本では教
員や施設職員，家族の回答が多かった。一方，スウェー
デンは「その他」の回答が多く，所属の名称も多様で
あった（図3，表 3）。
 

図３　受講していた人の所属

表３　受講していた人の所属：「その他」の内訳

（４）研修で学んだ内容
　「その他」以外の選択肢の中では，日本もスウェーデン
も「盲ろう者とのコミュニケーションの取り方」が一番
多かった。スウェーデンは「その他」の回答が多く，盲
ろう者の難しさや，視覚・聴覚の状況についての理解に
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向け，盲ろう通訳・介助員の養成に携
わっていく方，大学等研究者
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スウェーデン 学校，ホームアシスタント，ソーシャル
サービス，盲ろうチーム
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関する内容など様々な内容が取り上げられている。一方，
日本の「その他」の内容として，医療に関して取り上げ
られている点が独特である（図4，表 4）
 

図４　研修で学んだ内容

表４　研修で学んだ内容：「その他」の内訳

（５）研修で使用した教材
　日本では回答 8件のうち4件は教材あり，4件は教
材なしであった。一方，スウェーデンは回答 4件のうち
3件が教材あり，1件が教材なしであった。「教材あり」
の回答に対し，どのような教材か確認したところ，日本
の回答は教科書，プリント，ビデオだったのに対し，ス
ウェーデンは「その他」の回答も多かった（図5）。
　なお，スウェーデンの「その他」の具体的な内訳は，
「大きな教科書，小さな情報冊子，ビデオ付きのデジタル
ベース，インタビュー，記事とウェブのページ」であっ
た。

図５　研修で使用した教材

（６）研修費用
　研究費用がかかったかという質問に対して，日本もス
ウェーデンも有料の回答が多かった（図6）。金額につ
いても確認したところ，具体的な金額が指摘されたもの
は日本の回答1件のみであり，「会員3,000円，会員以外
4,000円」というものであった。
　研修費用の負担者については，日本では「受講者本人」
の回答があったがスウェーデンでは見られなかった（図7）。
なお，スウェーデンの「その他」回答は「学校」であった。
 

図６　研修費用の有無
 

図７　研修費用の負担者

（７）研修期間
　研修の合計時間は，日本もスウェーデンも5時間以上
～10時間未満という回答が一番多かった（図8）。一方，
スウェーデンには5時間未満の回答はなく，日本より長
い傾向が伺われる。図8の「その他」の回答として，「週
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に4～ 5時間」という回答もあった。
　日本，スウェーデンともに，半数の回答が1日で終わ
る研修，残りの半数が数日行う研修であった。前者の研
修の場合，日本もスウェーデンも一日かけての研修がほ
とんどであり，例外的に日本では3時間の研修という回
答が見られた。また，後者の研修は実施状況が様々で
あった。日本では2日や月に3～ 4回，多い場合は週4日
という回答があった。スウェーデンでは，週一度定期的
に行われていたり，5日間の研修という回答もあり，少
し長めの研修も行われている様子が伺われた。
 

図８　研修の合計時間

（８）研修主催の組織
　研修を主催している組織に関して，スウェーデンは盲
ろう児・者協会と「その他」が半々ずつの回答であった
が，日本は「その他」の回答が多かった（図9）。「その
他」の内訳として，スウェーデンでは教育関係機関が挙
げられたが，日本の回答は，教育・福祉・医療というよ
うに様々な分野の組織が挙げられていた（表 5）。
 

図９　研修を主催している組織

表５　研修主催の組織：「その他」の内訳
（カッコ内の数字は回答数）

（９）研修で扱っている主な内容
　研修で扱っている主な内容に関しては，選択式（複数
回答あり）の回答であったが，日本は「その他」以外に
設定した5つの選択肢に対する回答数がほぼ同じであっ
た。一方，スウェーデンは「盲ろう者とのコミュニケー
ション支援」の回答が目立っている（図10）。なお，「そ
の他」の内訳は，日本では「海外の盲ろう教育に関する
研修報告等」が1件，無記入が1件であった。スウェー
デンの1件は「コミュニケーションにおけるベストなサ
ポートの仕方と環境の整え方」であった。
 

図10　研修で扱っている主な内容

（10）研修で学び，現場で役に立った内容
　現場で役に立った研修の内容として，日本では盲ろう
者とのコミュニケーションや，家族・関係者などの周囲
の人の思いやニーズなどの理解という回答が目立った。
一方，スウェーデンでは，触手話，手の場所，白杖，盲
ろうのシミュレーション体験など，具体的・実践的な内
容が目立った（表 6）。

表６　研修で学び，現場で役に立った内容
（カッコ内の数字は回答数）

2

2

4

1

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

スウェーデン

1時間以上～5時間未満 5時間以上～10時間未満

10時間以上～20時間未満 その他

2

2 1

2

5

100%

日本

スウェーデン

0% 20% 40% 60% 80%

盲ろう児・者協会 地方自治体や国 その他
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スウェーデン 教育関係機関（２）
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（２），教育実践報告（１），前の質問（注：
本論文では前項の（９））に記された全て
の内容（１），無回答（１）

スウェーデン

触手話（１），手の場所（１），白杖（１），
盲ろうのシミュレーション体験（１），ど
んな機関が盲ろう者と繋がっているか
（１），全て（１），自分が既に知っている
内容だった（１）
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（11）もっと学んでおきたかった内容
　日本ではもっと学んでおきたかった内容が「ある」と
いう回答が全体の75%を占めた。一方，スウェーデンで
は「ある」と「ない」の回答が同数であった。学んでお
きたかった内容は，表 7に示した通り様々な内容が指摘
された。

表７　もっと学んでおきたかった内容

表８　今後の課題

（12）研修に関する今後の課題
　研修に関する今後の課題が「ある」という回答が，日
本では87.5%，スウェーデンが25%を占めており，ス
ウェーデンでは課題が「ない」という回答が多かった。
課題の具体的な内容を表 8に示した。研修の内容のみな
らず，研修に関する周知や支援体制など多岐に渡った指
摘がなされている。

（13）その他の意見
　研修に関するその他の意見については，日本の回答は
なかった。スウェーデンからは3件の回答があり，その
内容を表 9に示した。担当している盲ろう児への具体的
なサポート方法が求められているようである。

表９　その他の意見

４．考察

４．１　日本とスウェーデンの相違について
　ここではまず，前節で述べた調査結果について，日本
とスウェーデンの相違という観点から考察する。
　両国間で共通した結果としては，3.3の（１）「研修を
受講した機関」，（４）の「研修で学んだ内容」，（６）の
「研修費用の有無」において回答の傾向が両国で同様で
あった。一方，その他の項目においては両国間で異なる
傾向が見受けられた。大きな傾向の違いとして，以下の
3点について指摘したい。
①　 研修費用の負担者：研修費用に関して，日本は受講
者本人もしくは受講者が所属する組織が負担してい
たが，スウェーデンでは地方自治体や国，学校が負
担していた。スウェーデンでは受講者 本人が負担し
たと回答した人はいなかったことが特徴的である。

②　 研修で学んだ具体例な内容：日本もスウェーデンも，
「盲ろう者とのコミュニケーションの取り方」が一番
多かったのは共通点であるが，異なる点として，日
本においては，教育や福祉の観点以外に医療の観点
からの関わりや支援が指摘されていたを取り上げて
いたが，スウェーデンは，関わり方や支援内容以外
に，盲ろう者の困難を理解する内容を学んでいた。
また，盲ろう児・者のケースに焦点をあて，見えや
聞こえの状況把握や具体的な対応について捉えてい

▼日本
盲ろう児の教員現場での実践例や，実際に盲ろう児と関
わっている様子などをもっと見て学びたかった。
前言語的なコミュニケーション方法から言語的なコミュニ
ケーション方法への移行の条件やタイミング，方法等につ
いて。
先天性盲ろう児者の支援のあり方，後天性盲ろう者の支援
との異なる点など。
医療現場と学校との連携方法の具体的な実践例。
移行支援の方法（進学等に伴う移動）。
海外の先進的な盲ろう教育の情報について（教育の実際，
国の支援体制等）。
▼スウェーデン
盲ろう児の将来のサポート方法（彼らが18歳になった時，
仕事や財政的なサポートはどのような選択があるのか）。
児童のニーズに合ったカリキュラムの調整の仕方。科学や
美術の教え方。

担当している盲ろうの児への指導と評価の調整の仕方につ
いてもっとトレーニングを行ってほしい。
美術・科学・エンジニアリングの指導と評価の仕方。
言語と算数に難しさを抱える盲ろう児がいるので，それら
の困難を克服するためのベストなサポートの方法について
もっと知りたい。

▼日本
「盲ろう」は世間的にあまり認識されていないため，盲ろう
のことや盲ろうに関わる研修があることをもっと周知する
必要があると思う。
事例発表が中心であり，その根本となる盲ろう児への教育
手法に関する研修が十分ではない。教育手法を体系的にま
とめたテキストが必要であり，それを元にした研修を展開
する必要があると思う。
定期的な研修会，または一定期間の研修会があると良い。
新型コロナウイルスの関係から，盲ろう者の方にも活動を
控えていただいているため，盲ろう者と通訳・介助員を目
指している方々との関わり・接点が途絶えている。
盲ろう児は十人十色。特に重度重複化が進んでいるので，
現場の教員や保護者が試行錯誤しながら指導にあたって
いる。教員同士のネットワークの確立や外部専門家を教育
現場に活用していく等の指導の充実が課題である。
盲ろう児の早期支援につながる体制，家族や支援者への
研修・支援の体制等，盲ろう児が全国どこにいても早期に
支援に結び付くような仕組みが整備されるとよい。（点在
する盲ろう児と家族が孤立しないように）
▼スウェーデン
現在，他のトレーニングを行っている。
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る回答もあった。
③　 現場で役に立った研修の内容：日本では，盲ろう
者とのコミュニケーションについて指摘するものが
多かった。また，盲ろう児・者本人だけでなく，家
族や医療関係者などの盲ろう者の周囲の人の思い
やニーズなどの理解という回答もあった。一方，ス
ウェーデンではコミュニケーションにおける触手話
や実際に盲ろう体験を行うといった実践的な内容を
指摘する回答が多かった。

　これら二国間の傾向の違いについては，様々な背景が
考えられる。①の研修費用の違いについては，盲ろうに
関する社会資源の違いが関係しているものと推察される。
また，②と③の研修内容に関する結果の違いについては，
回答者のプロフィールの違いが反映している可能性が考
えられる。研修の対象者や，受講者の所属に関する回答
を見ると，日本よりスウェーデンの方がより細かい資格・
所属の名称が挙げられていたことを踏まえると，回答者
の専門性の違いにより，スウェーデンの回答がより実践
的な内容になったのではないかと推察される。ただし，
今回の調査は回答者が少なかったため，二国間の結果の
相違やその背景については，より詳細な検討が必要であ
ろう。

４．２　日本の研修に対する示唆について
　今回の調査結果から，日本の盲ろうに関わる研修に対
して示唆される点について整理してみたい。
　今回の調査結果から，日本の盲ろうに関わる研修の課
題が示されたと言える。日本では，研修に参加するため
の費用が受講者本人であるという回答が見受けられた。
また，回答の中で，研修を主催している組織が県や各地
域にある盲ろう者友の会など規模が小さく，地域差が出
てしまうという指摘があった。そのため，研修に興味は
あっても，費用や場所などの問題で参加しづらい状況に
なっている可能性が考えられる。
　費用や研修の規模などの問題の背景には，国や地方自
治体からの資金が不十分であることや，教材作成や研修
の講師を担当可能な人材の不足などが背景として考えら
れる。スウェーデンでは， SPSM（特別教育教育の組織）
のように研究者や教育関係者の蓄積している知識や情報
を広く共有できるように努めている組織があるが，日本
でも今よりももっと知識や情報の共有や研修の頻度や長
さを充実できるよう，経済面や人材育成などの点を改善
させ，取り組みを進めていくことが求められるであろう。

４．３　その他
　今回の調査では，回答者が少ない点が課題である。特

に，スウェーデンの回答率が低く，想定より回答数が少
なかったため，不十分に感じている。また，教員と施設
職員では立場や業務内容が異なるため，それぞれの立場
での分析を行うべきであるが，回答の少なさから今回は
そこまでの細かい分析ができなかった。しかし，筆者ら
の確認した限りでは，日本において盲ろうに関わる教員・
施設職員を養成する専門的な研修の内容に焦点を当てた
先行研究や，日本とスウェーデンを比較した先行研究が
見当たらなかったため，今回の研究で日本とスウェーデ
ンの状況について示された調査結果には一定の意義があ
るものと考えられる。
　本論文で報告した調査とは別に，研修の講師を担当
している研究者や教職員等を対象とした調査も計画した
が，スウェーデンからの回答が得られなかったことから，
二国間の比較が実施できなかった。この点についても今
後改めて検討してみたいと考えている。
　また，現在日本の盲ろう児・者への教育は米国の手法
を参考にしているケースが多いため，今後は米国も調査
対象に含めるなど，調査範囲を拡げることも課題として
考えられよう。
　以上のような点を踏まえ，盲ろうに関する研修の充実
に向けて，さらに検討を進めて行きたいと考える。

５．まとめ

　本研究では，盲ろうに関する専門的な研修内容につい
て，日本とスウェーデンの教員・施設職員を対象に質問
紙調査を行い，国際比較を行った。10名の回答者（日本
7名，スウェーデン3名）から得られた回答を分析した
結果，「研修を受講した機関」，「研修で学んだ内容」，「研
修費用の有無」については二国間で傾向が同じであった
が，「研修費用の負担者」，「研修で学んだ具体的な内容」，
「現場で役に立った研修の内容」などについては二国間
で異なる回答の傾向が確認された。また，特に日本の状
況として，研修に関する経済的な問題や人材不足などの
問題について考察された。
　今後は，調査対象者や対象国を増やしてさらに詳細な
分析を行ったり，盲ろうに関わる専門的な研修を充実さ
せるための具体的な方法について検討を進めるなど，研
究をさらに発展させていくことが課題である。

付記

　本研究の執筆にあたり，調査にご協力いただいた関係
者の皆様に感謝申し上げます。
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